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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「for Startups」という経営ビジョンのもと、ユーザー、クライアント、株主、従業員、取引先、社会等のステークホルダーに対する責任を果た

し、全てのステークホルダーからの信頼を獲得することを基本的な考え方としております。当該基本的な考え方のもと、経営のさらなる効率化と透
明性の向上、業務執行の監督機能の強化等のコーポレート・ガバナンスの充実を図り、企業価値を安定的かつ継続的に向上に努めていく方針で
あります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

志水 雄一郎 317,300 8.70

日本交通株式会社 250,000 6.85

吉川 徹 163,100 4.47

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 116,300 3.18

福岡地所株式会社 74,900 2.05

エムスリー株式会社 73,000 2.00

小原 健 65,400 1.79

株式会社SBI証券 55,800 1.53

楽天証券株式会社 50,900 1.39

株式会社グロービス・キャピタル・パートナーズ・ホールディングス 50,000 1.37

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

6 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

齋藤　太郎 他の会社の出身者

梅澤　高明 他の会社の出身者

田久保　善彦 他の会社の出身者

志磨　純子 他の会社の出身者

堀内　雅生 他の会社の出身者

秋元　芳央 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

齋藤　太郎 　 ○ ―――

齋藤氏は、企業経営者としての豊富な経験及
び上場会社での社外取締役としての経験を有
していることに加え、特にクリエイティブ領域に
おいて多分な知見を有していることから、引き
続き当社の知名度向上やブランディング戦略
に関する有益なアドバイスを通じてコーポレー
ト・ガバナンスが強化されることを期待し、社外
取締役として選任しております。また、同氏は
当社の独立性基準を満たしており、当社との間
に特別な利害関係は存在しない事から、一般
株主との利益相反が生じるおそれがないと判
断し、独立役員として指定しています。

梅澤　高明 　 ○ ―――

梅澤氏は、A.T.カーニー、CIC　Japan、クール
ジャパン機構などにおいてトップマネジメントあ
るいは社外取締役としてのご経験を有している
ことに加え、官公庁の委員を務めるなど、産業
全般に関する知見と指導経験を有しておりま
す。そのご経験と知見から、当社グループが成
長産業支援事業者として業容を拡大していくに
あたり、ガバナンスと事業推進の両面からみて
も、当社グループの経営に適切な助言・監督が
行われることを期待できると判断し、社外取締
役として選任しております。また、同氏は当社
の独立性基準を満たしており、当社との間に特
別な利害関係は存在しない事から、一般株主
との利益相反が生じるおそれがないと判断し、
独立役員として指定しています。

田久保　善彦 　 ○ ―――

田久保氏は、過去に社外役員となること以外の
方法で直接会社経営に関与した経験はありま
せんが、グロービス経営大学院大学副学長とし
て、数多くのMBA人材や経営者を育てた実績を
有していることに加え、『志を育てる　増補改訂
版（東洋経済新報社）』を執筆・監修されてお
り、「志経営」の第一人者として、人材育成や組
織開発に関する豊富な知見と指導経験を有し、
成長産業支援を目指す当社の人材育成、組織
力の向上への適切な助言をいただけるととも
に、当社のコーポレート・ガバナンス強化及び
当社グループの経営に適切な助言・監督が期
待できると判断し、社外取締役として選任して
おります。また、同氏は当社の独立性基準を満
たしており、当社との間に特別な利害関係は存
在しない事から、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがないと判断し、独立役員として指定
しています。

志磨　純子 ○ ○ ―――

志磨氏は、監査法人における長年の業務経験
と専門知識を有していることから、会社経営上
の特に財務面及び会計面における、監視及び
助言の実施並びに客観的・中立的立場での取
締役に係る職務執行の監督を行っていただくこ
とにより、コーポレート・ガバナンスが強化され
ることを期待し、社外取締役として選任しており
ます。また、同氏は当社の独立性基準を満たし
ており、当社との間に特別な利害関係は存在し
ない事から、一般株主との利益相反が生じるお
それがないと判断し、独立役員として指定して
います。

堀内　雅生 ○ ○ ―――

堀内氏は、様々な企業において管理部門にお
ける長年の業務経験、上場会社での社外取締
役及び監査役としての豊富な経験を有している
ことから、引き続き客観的・中立的立場で取締
役の職務執行に係る監督を行っていただくこと
により、コーポレート・ガバナンスが強化される
ことを期待し、社外取締役として選任しておりま
す。また、同氏は当社の独立性基準を満たして
おり、当社との間に特別な利害関係は存在しな
い事から、一般株主との利益相反が生じるおそ
れがないと判断し、独立役員として指定してい
ます。



秋元　芳央 ○ ○ ―――

秋元氏は、弁護士の資格を有しており、企業法
務に関する相当程度の知見を有していることか
ら、会社経営上の特に法律面における、監視
及び助言の実施並びに客観的・中立的立場で
の取締役に係る職務執行の監督を行っていた
だくことにより、コーポレート・ガバナンスが強化
されることを期待し、社外取締役として選任して
おります。また、同氏は当社の独立性基準を満
たしており、当社との間に特別な利害関係は存
在しない事から、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがないと判断し、独立役員として指定
しています。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

事業・組織規模を勘案し、独立した取締役及び使用人の設置はしておりません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

社外取締役及び社外取締役（監査等委員）は、取締役会又は監査等委員会を通じて内部監査担当者及び会計監査人との連携状況や監査結果
について報告を受けると共に、必要に応じて、会計監査人及び内部監査担当者と連携を図り情報交換を行うことで、ガバナンスの強化、監査の効
率性及び実効性の確保に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の業績向上に対する意欲や士気向上を目的として導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

経営への参画意識を高め、企業価値向上に貢献することを意図したものであり、その期待役割や貢献度に応じて付与対象者及び付与数を決定し
ております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、報酬の個別開示は行っておりません。取締役の報酬等は、それぞれ役員区分ごとの総額
で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

各取締役の報酬額は、固定報酬及び非金銭報酬等により構成されており、株主総会において決議された報酬総額の限度内で、取締役会の決議
により一任された代表取締役が、あらかじめ内規で定めた役職別のガイドラインをベースに、各取締役の職責や職務執行の状況、及び会社の業
績や経済状況等を考慮し、決定する。

２．固定報酬の個人別の報酬等の決定に関する方針

取締役の個人別の固定報酬の金額は、株主総会において決議された報酬総額の限度内で、取締役会の決議により一任された代表取締役が、あ
らかじめ内規で定めた役職別のガイドラインをベースに、各取締役の職責や職務執行の状況、及び会社の業績や経済状況等を考慮し、決定す
る。

３．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別の固定報酬の金額は、取締役会の決議による委任に基づいて、代表取締役社長が決定する。

【社外取締役のサポート体制】

当社は、社外取締役に対する専従スタッフの配置は行っておりませんが、社外取締役のサポートをコーポレート本部が行っております。具体的に
は、取締役会等重要会議の資料の事前配布に当たっては、社外取締役が事前に十分に検討する時間的余裕が確保できるように可能な限り早期
の配布に努めているほか、必要に応じて事前説明を行っております。監査等委員に対しては、会計監査、内部監査結果等の監査に資する情報を
適時に提供し、情報共有を図っております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）企業統治の体制、監査・監督の状況

当社は、取締役会、経営会議、監査等委員会を設置すると共に、内部監査担当者を選任しております。また、業務執行の効率化の実現を図ること
を目的として、執行役員制度を導入しております。これら各機関の相互連携により、コーポレート・ガバナンスが有効に機能すると判断し、現状の
企業統治体制を採用しております。

①取締役会

取締役会は、代表取締役社長志水雄一郎を議長に、監査等委員でない取締役６名（代表取締役社長志水雄一郎、取締役副社長兼タレントエー
ジェンシー本部長兼オープンイノベーション本部長恒田有希子、取締役兼アクセラレーション本部長清水和彦、社外取締役齋藤太郎、社外取締役
梅澤高明、社外取締役田久保善彦）及び監査等委員である取締役３名（社外取締役志磨純子、社外取締役堀内雅生、社外取締役秋元芳央）で
構成されており、法令及び定款に定められた事項、経営の基本方針、業務の意思決定のほか、取締役間の相互牽制による業務執行の監督を
行っております。また、当社では、経営陣による迅速な意思決定と業務執行を可能とするため、原則として月１回の定時取締役会の他、必要に応
じて臨時取締役会を開催するとともに、取締役会規程において、取締役会に付議すべき事項を具体的に定めております。取締役会の具体的な検
討内容としては、株主総会に関する事項、決算に関する事項、予算に関する事項、人事及び組織に関する事項、その他経営に関する重要な事項
の決定及び判断等を決議し、また、業務執行の状況、監査の状況等につき報告を受けております。

②監査等委員会

監査等委員会は、常勤監査等委員志磨純子を委員長に、監査等委員である社外取締役３名（志磨純子、堀内雅生、秋元芳央）で構成されており
ます。監査等委員会は、原則として月１回の定時監査等委員会の他、必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、監査計画の策定、監査実施状
況、監査等委員相互の情報共有を図っております。なお、各監査等委員は、取締役会及び必要に応じてその他の社内会議に出席し、取締役の職
務遂行を監督するとともに、監査計画に基づいて会計監査及び業務監査を実施しております。また、監査等委員会は、内部監査担当者や会計監
査人とも連携し、効率的かつ効果的な監査を実施しております。

③リスク評価委員会

リスク評価委員会は、代表取締役社長を議長に、７名（取締役副社長兼タレントエージェンシー本部長兼オープンイノベーション本部長恒田有希
子、取締役兼アクセラレーション本部長清水和彦、常勤社外取締役（監査等委員）志磨純子、社外取締役（監査等委員）堀内雅生、コーポレート本
部長及び法務責任者）で構成されており、オブザーバーとして、内部監査室長が参加しております。リスク評価委員会は原則として少なくとも四半
期に１回以上開催しており、リスクマネジメントの実施状況を把握するとともに、必要な措置について審議しております。

④経営会議

経営会議は、代表取締役社長を議長に、５名（取締役副社長兼タレントエージェンシー本部長兼オープンイノベーション本部長恒田有希子、取締
役兼アクセラレーション本部長清水和彦、常勤社外取締役（監査等委員）志磨純子、執行役員兼コーポレート本部長菊池烈）で構成されておりま
す。経営会議は原則として月１回以上開催しており、各部門の業務執行状況の報告、取締役会決議事項の事前審議及び重要事項に関する協
議、決定を行っております。

（２）責任限定契約の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、200万円以上であらかじめ定めた額と法令の定める最低責任限度額との
いずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が責任の原因となった職
務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員でない社外取締役３名、監査等委員である社外取締役３名を選任し、業務執行状況の監督を行い、経営監視機能を備えるこ
とで、経営の透明性と客観性の確保に努めております。また、監査等委員会による組織的な監査の実施により、取締役の業務執行について適切
かつ厳正な監査を行える体制としており、経営監視機能の客観性及び中立性についても確保されていると判断しております。

なお、監査等委員でない社外取締役は会社経営者や役員としての豊富な知見及び経験から、客観的かつ専門的な視点により取締役会の意思決
定の妥当性・適正性の確保を図ってまいります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
多くの株主様のご出席を可能にするため、集中日における開催を避けております。第8回
定時株主総会は6月21日（金）に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットを利用した議決権行使方法を、第7回定時株主総会より採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後、検討すべき事項として考えております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の決議事項につきましては、英文での提供を第7回定時株主総会より行っており
ます。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社のホームページ上のIRページにて、ＩＲポリシーとして公表しております。

https://www.forstartups.com/ir/policy

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向けの説明会を開催し、代表取締役が業績や経営方針を説明す
る機会を設けております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎にアナリスト・機関投資家向けの説明会を開催し、代表取締役が業
績や経営方針を説明しております。また、フェアディスクロージャーを鑑み、説
明会の動画配信を実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載 当社のIRページにて、四半期毎の決算説明会資料等を公表しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 コーポレート本部　IRグループにてIRを担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、「for Startups」という経営ビジョンのもと、ユーザー、クライアント、株主、従業員、

取引先、社会等のステークホルダーに対する責任を果たし、全てのステークホルダーから
の信頼を獲得することを基本的な考え方としております。当該基本的な考え方のもと、経営
のさらなる効率化と透明性の向上、業務執行の監督機能の強化等のコーポレート・ガバナ
ンスの充実を図り、企業価値を安定的かつ継続的に向上に努めていく方針であります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社ホームページ、決算説明会等により、ステークホルダーに対する積極的な情報開示を
行う方針であります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、業務の適正性を確保するための体制として、2023年６月16日開催の取締役会にて「内部統制システムに関する基本方針」を改定してお
り、当該基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「コンプライアンス規程」を定め、法令遵守の推進を図っており
ます。

・コンプライアンス責任者である代表取締役社長を委員長とし、取締役等で構成されるコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の企
画・運営等に関する重要事項を審議しております。

・内部通報窓口を設け、当社役職員等が内部統制や法令に違反する問題を発見した場合に、迅速に当社のコンプライアンス所管部署に情報伝達
する体制を構築・運用しております。

・内部監査担当者を選任し、業務の有効性、財務報告等の信頼性、コンプライアンスの観点から、内部統制の整備・運用状況を検証するとともに、
その改善に向けて助言・提言を行っております。

・インサイダー取引については、「インサイダー取引防止規程」を定め、防止しております。

・重要事実に係る情報管理については、「適時開示規程」を定め、情報の適時、公正かつ公平な開示を図っております。

・コンプライアンス意識を徹底・向上させるために、取締役及び使用人に対してコンプライアンスの教育・研修を継続的に実施しております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理体制

・取締役会その他の重要な会議における意思決定に係る情報、その他の重要な決裁に係る情報並びにコンプライアンスに関する情報等、取締役
の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」に従って、文書または電磁的媒体に記録、保存または廃棄しております。

・取締役から閲覧の要請があった場合に閲覧が可能である方法で保存しております。

③損失の危険の管理に関する体制

当社のリスク管理体制は、リスク要因を適時に捉え、迅速に経営に反映させることが必要との観点に基づき構築しております。取締役会のほか、
リスク評価委員会及びその他の会議を必要に応じて開催し、リスクに関する重要事項を早期に発見し、リスク管理の進捗状況その他問題点等を
速やかに把握する体制を整えております。なお、不測の事態が生じた場合には、代表取締役社長を中心とした対策委員会を設置し、監査等委員、
顧問弁護士その他外部アドバイザー等と連携し、損失を最小限にすべく迅速に行動する方針であります。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は、取締役の職務執行が効率的にかつ適正に行われているかを監督しております。また、取締役及び使用人は、決裁に関する基準等
に基づき、重要性に応じた意思決定ルールに従うことで、意思決定の迅速化を図り、効率的に職務を執行しております。

・執行役員制度を導入しております。

・当社の取締役が意思決定及び業務執行を効率的に行うことを目的として、経営会議等の会議体を設置し、運用しております。

⑤監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独
立性に関する事項

・監査等委員がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合には、当該従業員を配置するものとし、配置にあたっての具体的な内容（使用
人の任命、異動、人事考課、賞罰等）については、監査等委員の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保する
方針であります。

⑥監査等委員への報告に関する体制、及び当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制

・監査等委員は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、重要な会議または委員会に出席しております。

・監査等委員には主要な決裁書類その他の重要書類が回付され、また要請があれば直ちに関係書類・資料等が提供される体制となっておりま
す。

・監査等委員は、内部監査担当者よりその監査計画や監査結果の定期報告を受け、内部監査との連携を確保しております。また、常勤監査等委
員は、コンプライアンス委員会より内部通報制度の運用状況の定期報告を受けております。

・取締役及び使用人が、監査等委員への報告または内部通報窓口への通報により、人事評価において不利な取扱いを受けることはなく、また懲
戒その他の不利益処分の対象としないことを、社内規程に明示的に定め、教育・研修の機会を通じて周知徹底しております。

⑦監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針、及びその他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保
するための体制

・監査費用については、各監査等委員からの申請に基づき法令に則り当社が負担しております。また、必要に応じて外部の専門家を起用するため
に要する費用についても、当社が負担しております。

・取締役は、監査基準を理解するとともに、監査の重要性・有用性を十分認識し、また、監査の環境整備を行っております。

・監査等委員が代表取締役社長や会計監査人と定期的に情報・意見を交換する機会を設けております。

・監査等委員会は、会計監査人と定期的に会合を持ち、積極的な意見交換・情報交換を行っております。

⑧子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

・子会社の業務の適正を確保する体制整備として、当社の取締役を子会社の取締役及び監査役として配置しております。また内部監査室では、
子会社についても同様に職務執行状況について、適宜、監査を実施しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、コンプライアンス遵守を実践するために、コンプライアンス規程を設け、同規程において「役職員は、反社会的勢力とは取引関係を含めて
一切の関係を持ってはならない。また、不当要求は拒絶しなければならない。」と定めております。当該コンプライアンス規程に関する具体的なガイ
ドラインとして、「反社会的勢力調査マニュアル」や「不当要求行為等防止マニュアル」を設け、反社会的勢力との取引の事前防止に努めておりま
す。また、全社的な周知徹底を図るべく、コンプライアンス委員会における入社時の教育研修制度の構築や全体会議等で定期的にアナウンスして
おります。なお、公益財団法人暴力団追放運動推進都民センターの賛助会員にも加入し、不当要求防止責任者の選任も行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンス体制図は以下のとおりです。



 

株主総会 

取締役 
（監査等委員を除く。） 

 

代表取締役社長 

経営会議 

各部門 

取締役会 

内
部
監
査
室 

監査等委員会 

会計監査人 

顧問弁護士 
税理士等 

選任・解任 

取締役 
（監査等委員） 

 

選任・解任 選任・解任 

連携 

連携 

会計監査 

助言・指導 

監査 

報告 

指示 

指示 

指示 報告 

報告 

報告 選定・解職・監督 


